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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

(2) 連結財政状態

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 20,526 △2.2 1,034 655.7 1,299 244.2 816 △16.5
25年3月期 20,999 △7.0 136 ― 377 ― 977 ―

（注）包括利益 26年3月期 748百万円 （△34.6％） 25年3月期 1,126百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 44.68 ― 21.9 7.3 5.0
25年3月期 53.63 ― 35.5 2.1 0.7

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 △9百万円 25年3月期 △17百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 18,631 4,167 22.3 224.46
25年3月期 16,808 3,327 19.7 181.59

（参考） 自己資本 26年3月期 4,153百万円 25年3月期 3,311百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 1,329 149 898 6,216
25年3月期 3,301 1,393 △2,637 3,839

2. 配当の状況
年間配当金 配当金総額

（合計）
配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
26年3月期 ― 0.00 ― 1.00 1.00 18 2.2 0.5
27年3月期(予想) ― 0.00 ― 1.00 1.00 3.0

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,550 △5.0 950 △36.3 965 △38.0 551 △43.7 29.78
通期 20,300 △1.1 1,050 1.5 1,080 △16.9 615 △24.7 33.24



※ 注記事項
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(3) 発行済株式数（普通株式）

新規 1社 （社名） 株式会社オンラインスクール 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 18,504,000 株 25年3月期 18,504,000 株
② 期末自己株式数 26年3月期 68 株 25年3月期 269,168 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 18,279,068 株 25年3月期 18,234,832 株

（参考）個別業績の概要

1. 平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

(2) 個別財政状態

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 19,838 △2.2 889 ― 1,175 445.6 761 △14.3
25年3月期 20,290 △7.3 △41 ― 215 ― 888 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

26年3月期 41.65 ―
25年3月期 48.72 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 17,618 3,327 18.9 179.84
25年3月期 15,846 2,547 16.1 139.70

（参考） 自己資本 26年3月期 3,327百万円 25年3月期 2,547百万円

2. 平成27年 3月期の個別業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は

終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料10ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,190 △5.1 890 △33.3 905 △36.3 517 △42.8 27.94
通期 19,500 △1.7 900 1.2 930 △20.9 532 △30.1 28.75
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当連結会計年度の概況

当社の行う資格取得支援事業は、受講申込者に全額受講料をお支払いいただき（現金ベースの売上）、当社はこ

れを一旦、前受金として貸借対照表・負債の部に計上しておきます。その後、教育サービス提供期間に対応して、

前受金が月ごとに売上に振り替えられます（発生ベースの売上）。損益計算書に計上される売上高は発生ベースの

売上高ですが、当社は経営管理上、現金ベースの売上高の増加を重視しております。

当社グループの業績は、３月中旬まではやや弱い状況で推移しておりましたが、３月後半から消費増税に対応

した駆け込み申込みが著しく増加し、現金ベース売上高が前連結会計年度に比べて８百万円減の204億３千万円

（同0.0％減）となりました。３月単月での売上高（単体）は前年同月を５億７千３百万円上回り、そのうち個人

向けは約４億６千万円にのぼります。これら駆け込み申込み分は、ほとんどが翌連結会計年度の売上となるべく

前受金繰入額として計上されることになり、前連結会計年度比９千５百万円減となりました。一方、前受金戻入

額は、通年を通して現金ベース売上高が低調だったことから戻入れの水準が低く、同５億５千８百万円減（同8.8

％減）にとどまりました。この結果、発生ベース売上高（連結損益計算書上の売上高）は205億２千６百万円（同

４億７千２百万円減、同2.2％減）となりました。

コストについては、当社の主要な固定費の費目である講師料、賃借料及び人件費を中心に前連結会計年度の下

期から大きくコスト削減を開始しており、当連結会計年度においても第３四半期連結累計期間までは削減額を維

持したまま推移してまいりました。売上原価のうちの講師料は同５億１千９百万円減（同11.8％減）、教材の印刷

費・ＤＶＤのダビング代等の外注費が同２億２千７百万円減（同9.7％減）、賃借料が同４億２千万円減（同12.6

％減）とコストを抑制しております。一方、出版事業において刊行方針の変更（刊行点数・分野の絞り込み等）

により在庫の処分を進めたことにより、期末在庫の減少により同３億９千６百万円負担が増加しております。ま

た、廃棄率の上昇により返品廃棄損失引当金繰入額も同５千６百万円増加しております。これらの結果、売上原

価は124億６千６百万円（同７億８千５百万円減、同5.9％減）となりました。

また、販売費及び一般管理費は、70億６千５百万円（同５億３千万円減、同7.0％減）となり、人件費が同5.4％

減、広告宣伝費が同5.9％減、賃借料が同7.0％減等であります。以上の結果、当連結会計年度の営業利益は10億

３千４百万円（同８億９千７百万円増、同7.5倍）となりました。

営業外損益については、円安傾向が継続しているため保有している投資有価証券の利息が計上されるとともに、

J-REITの売却により投資有価証券運用益を２億９千万円計上したほか、支払利息２千７百万円、持分法による投

資損失９百万円及び為替差損８百万円等を計上したこと等により、経常利益は同3.4倍の12億９千９百万円となり

ました。特別損失として固定資産除売却損５百万円、スクールの賃借面積一部減床を決めたことから減損損失４

百万円を計上したほか、前連結会計年度に計上していた移転補償金がないため、当期純利益は８億１千６百万円

（同16.5％減）となりました。

当社グループの四半期毎の業績については次のような特徴をもっております。当社が扱う主な資格講座の本試

験は、第２四半期（７月～９月）及び第３四半期（10月～12月）に集中しております。特に公認会計士・税理士

講座等の主力講座においては、第２・第３四半期は試験が終了した直後で、翌年受験のために新たに申し込まれ

る時期にあたり、第４四半期（１月～３月）及び第１四半期（４月～６月）は全コースが出揃う時期にあたりま

す。そこで第２・第３四半期は、現金売上及び売掛金売上は多いものの受講期間に応じて前受金に振り替えられ、

一方経費は毎月一定額計上されますので売上総利益率は減少する傾向となります。これに対して第４・第１四半

期はこれらの前受金が各月に売上高に振り替えられる期になるため売上総利益率は増加する傾向となります。

当社グループの前四半期毎及び当四半期毎の業績推移は次のとおりであります。
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前第１四半期

(平成24年４月～６月)

前第２四半期

(平成24年７月～９月)

前第３四半期

(平成24年10月～12月)

前第４四半期

(平成25年１月～３月)

合計

(平成25年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

前受金調整前売上高 4,698 93.9 6,301 94.3 4,986 92.3 4,453 95.5 20,439 94.0

前受金調整額 1,344 89.7 △805 101.8 △493 103.0 514 86.1 559 67.8

前受金調整後売上高 6,042 28.8 93.0 5,495 26.2 93.2 4,492 21.4 91.3 4,968 23.7 94.4 20,999 100.0 93.0

売上総利益 2,495 41.3 90.1 2,054 37.4 93.5 1,432 31.9 111.1 1,750 35.2 103.1 7,733 36.8 97.2

営業利益 479 7.9 82.6 22 0.4 55.9 △457 △10.2 － 92 1.9 － 136 0.7 －

経常利益 463 7.7 86.6 3 0.1 5.3 △292 △6.5 － 202 4.1 － 377 1.8 －

当期(四半期)純利益 1,216 20.1 400.1 △76 △1.4 ― △370 △8.3 － 208 4.2 － 977 4.7 －

１株当たり当期

(四半期)純利益

円

66.72

円

△4.19

円

△

20.33

円

11.44

円

53.63

当第１四半期

(平成25年４月～６月)

当第２四半期

(平成25年７月～９月)

当第３四半期

(平成25年10月～12月)

当第４四半期

(平成26年１月～３月)

合計

(平成26年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

前受金調整前売上高 4,717 100.4 5,997 95.2 4,765 95.6 4,950 111.2 20,430 100.0

前受金調整額 925 68.8 △538 66.8 △300 60.9 9 1.9 96 17.2

前受金調整後売上高 5,642 27.5 93.4 5,459 26.6 99.3 4,464 21.8 99.4 4,960 24.2 99.8 20,526 100.0 97.8

売上総利益 2,548 45.2 102.1 2,510 46.0 122.2 1,513 33.9 105.6 1,528 30.8 87.3 8,100 38.6 104.7

営業利益 740 13.1 154.4 750 13.7 － △243 △5.4 － △213 △4.3 － 1,034 4.9 755.8

経常利益 805 14.3 173.8 751 13.8 － △64 △1.4 － △192 △3.9 － 1,299 6.2 344.2

当期(四半期)純利益 509 9.0 41.9 468 8.6 － △43 △1.0 － △118 △2.4 － 816 3.9 83.5

１株当たり当期

(四半期)純利益

円

27.94

円

25.71

円

△2.38

円

△6.48

円

44.79
(注) １．売上高欄の構成比は、年間売上高比率であります。

２．売上高以外の欄の構成比は、それぞれ売上高利益率であります。

② 各セグメントの業績推移

当連結会計年度における当社グループの各セグメントの業績（現金ベース売上高）及び概況は、次のとおりで

あります。なお、当社ではセグメント情報に関して「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等の適用によ

りマネジメント・アプローチを採用し、下記の数表における売上高を、当社グループの経営意思決定に即した”

現金ベース”（前受金調整前）売上高で表示しております。現金ベース売上高は、連結損益計算書の売上高とは

異なりますので、ご注意ください。詳細につきましては、P.26「セグメント情報等」をご覧ください。

各セグメントの
現金ベース売上高

前連結会計年度 当連結会計年度

構成比 前年同期比 構成比 前年同期比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

個人教育事業 13,775 67.4 91.1 13,548 66.3 98.3

法人研修事業 4,066 19.9 96.8 4,258 20.8 104.7

出版事業 2,219 10.8 106.5 2,238 11.0 100.9

人材事業 422 2.1 108.3 430 2.1 102.0

全社又は消去 △45 △0.2 103.0 △44 △0.2 99.0

合計 20,439 100.0 94.0 20,430 100.0 100.0

(注) １．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．全社又は消去欄にはセグメント間取引を含めて記載しております。
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個人教育事業

現金ベース売上の減少続くが、大幅コスト削減で黒字転換へ

個人教育事業は、税理士講座や法律分野の各講座の不振、中小企業診断士講座・社会保険労務士講座の下振れ

等に見舞われながらも、公務員講座（国家一般職・地方上級コース及び国家総合職・外務専門職コース）が牽引

する形で推移してまいりました。消費増税を前に、３月中旬以降、駆け込み申込みが顕在化しましたが、現金ベ

ース売上高は135億４千８百万円（同1.7％減）にとどまりました。

　これに対して、講師料、教材制作のための外注費、賃借料等の営業費用は131億２千７百万円（同10.2％減）

と大幅にコスト削減を実行しており、現金ベースの営業利益は４億２千１百万円（前年同期は８億４千８百万円

の営業損失）と黒字転換いたしました。なお、発生ベースの営業利益も５億３千６百万円（同３億５千７百万円

の営業損失）と黒字転換しております。

前第１四半期

(平成24年４月～６月)

前第２四半期

(平成24年７月～９月)

前第３四半期

(平成24年10月～12月)

前第４四半期

(平成25年１月～３月)

合計

(平成25年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 3,132 22.7 92.3 4,497 32.6 92.6 3,272 23.8 87.9 2,873 20.9 91.2 13,775 100.0 91.1

営業費用 4,005 127.9 93.6 3,918 87.1 93.4 3,444 105.3 86.1 3,255 113.3 82.0 14,624 106.2 88.9

営業利益(現金ベース) △872 △27.9 98.6 579 12.9 87.9 △172 △5.3 － △382 △13.3 － △848 △6.2 －

前受金調整額 1,239 28.4 90.1 △697 △18.4 － △491 △17.7 － 440 13.3 80.8 490 3.4 65.3

売上高(発生ベース) 4,372 30.7 91.6 3,800 26.6 91.0 2,780 19.5 86.1 3,313 23.2 89.6 14,266 100.0 89.9

営業利益(発生ベース) 366 8.4 74.7 △117 △3.1 － △664 △23.9 － 58 1.8 － △357 △2.5 －

当第１四半期

(平成25年４月～６月)

当第２四半期

(平成25年７月～９月)

当第３四半期

(平成25年４月～12月)

当第４四半期

(平成26年１月～３月)

合計

(平成26年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 3,115 23.0 99.5 4,176 30.8 92.8 3,042 22.5 93.0 3,213 23.7 111.9 13,548 100.0 98.3

営業費用 3,400 109.2 84.9 3,321 79.5 84.8 3,152 103.6 91.5 3,252 101.2 99.9 13,127 96.9 89.8

営業利益(現金ベース) △285 △9.2 － 854 20.5 147.4 △109 △3.6 － △38 △1.2 － 421 3.1 －

前受金調整額 859 21.6 69.3 △446 △12.0 － △283 △10.3 － △14 △0.4 － 115 0.8 23.5

売上高(発生ベース) 3,974 29.1 90.9 3,729 27.3 98.1 2,759 20.2 99.2 3,199 23.4 96.6 13,663 100.0 95.8

営業利益(発生ベース) 574 14.4 156.5 407 10.9 － △392 △14.2 － △52 △1.6 － 536 3.9 －

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。

法人研修事業

現金ベースでは２期連続２桁増益、景気回復を受け企業研修が成長牽引

企業研修は、アベノミクスによる景気回復を追い風に、前年同期比5.2％増と堅調に増加しました。財務・会

計系研修は同横ばいでしたが、経営・税務分野が同46.4％増、金融・不動産分野の研修が大きく伸び、宅建同

3.5％増、証券アナリスト同9.5％増、ビジネススクール同6.4％増となりました。一方、ＦＰ研修は同3.8％減と

なりました。情報処理研修も同3.8％増と好調を維持し、CompTIA研修が好調で同11.7％増となりました。

また、専門学校に対するコンテンツ提供は、宅建・公務員・情報処理が好調で同18.7％増、公務員講座が好調

な大学内セミナーが同6.5％増となりました。一方、地方の専門学校ベースの提携校事業は同6.7％減と振るわず、

自治体等の委託訓練が同9.5％減、税務申告ソフト「魔法陣」事業は同9.9％減となりました。これらの結果、法

人研修事業の現金ベース売上高は42億５千８百万円（同4.7％増）、現金ベースの営業利益は12億３千２百万円

（同17.7％増）となりました。前受金調整後の発生ベースの営業利益は12億１千３百万円（同8.7％増）でありま

す。
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前第１四半期

(平成24年４月～６月)

前第２四半期

(平成24年７月～９月)

前第３四半期

(平成24年10月～12月)

前第４四半期

(平成25年１月～３月)

合計

(平成25年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 1,080 26.6 96.1 1,180 29.0 95.5 1,050 25.8 103.9 756 18.6 91.4 4,066 100.0 96.8

営業費用 826 76.5 92.9 801 67.9 89.9 758 72.2 89.2 633 83.8 85.2 3,020 74.3 89.5

営業利益(現金ベース) 253 23.5 108.0 378 32.1 109.7 291 27.8 182.0 122 16.2 146.4 1,046 25.7 127.0

前受金調整額 104 8.9 86.0 △108 △10.1 － △1 △0.2 － 74 8.9 140.8 68 1.7 92.7

売上高(発生ベース) 1,185 28.7 95.1 1,072 25.9 95.3 1,048 25.3 102.6 830 20.1 94.3 4,135 100.0 96.8

営業利益(発生ベース) 358 30.3 100.5 270 25.3 116.0 289 27.7 168.6 196 23.6 144.2 1,115 27.0 124.2

当第１四半期

(平成25年４月～６月)

当第２四半期

(平成25年７月～９月)

当第３四半期

(平成25年４月～12月)

当第４四半期

(平成26年１月～３月)

合計

(平成26年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 1,117 26.3 103.4 1,184 27.8 100.3 1,065 25.0 101.5 890 20.9 117.8 4,258 100.0 104.7

営業費用 812 72.7 98.3 761 64.3 95.0 750 70.5 99.0 700 78.7 110.6 3,026 71.1 100.2

営業利益(現金ベース) 304 27.3 120.0 422 35.7 111.6 314 29.5 107.8 190 21.3 155.6 1,232 28.9 117.7

前受金調整額 66 5.6 62.9 △91 △8.4 － △17 △1.6 － 23 2.6 32.2 △18 △0.4
△

27.3

売上高(発生ベース) 1,183 27.9 99.8 1,093 25.8 101.9 1,048 24.7 100.0 914 21.6 110.2 4,239 100.0 102.5

営業利益(発生ベース) 370 31.3 103.3 331 30.3 122.3 297 28.4 102.6 214 23.4 109.1 1,213 28.6 108.7

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。

出版事業

刊行点数減も販売力強化で増収を維持、在庫圧縮で減益

当社グループの出版事業は、当社が展開する「ＴＡＣ出版」ブランド及び子会社の株式会社早稲田経営出版が

展開する「Ｗセミナー」ブランド（以下、「Ｗ出版」という。）の２本立てで進めております。当連結会計年度に

おいてはＴＡＣ出版は452点（前年同期は522点）、Ｗ出版は160点（同169点）刊行し、刊行点数を絞り込みました

が、書店向けの提案営業、直販サイト「サイバーブックストア」の盛り上げ、アマゾンでの販売強化など、営業

強化に注力した結果、売上高は22億３千８百万円（同0.9％増）と増収を維持することができました。これは定評

のある簿記の教科書のほか、ＦＰ分野においても定番の教科書が人気になったほか、行政書士関係の書籍も貢献

いたしました。一方、刊行点数や分野の絞り込みの一環で在庫の処分も進めたため、２億３千万円の廃棄損を含

め、棚卸高の期首・期末差額で３億９千６百万円売上原価が増加しております。これにより、営業利益は２億５

千９百万円（同40.6％減）となりました。

前第１四半期

(平成24年４月～６月)

前第２四半期

(平成24年７月～９月)

前第３四半期

(平成24年10月～12月)

前第４四半期

(平成25年１月～３月)

合計

(平成25年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 408 18.4 100.5 496 22.4 101.9 569 25.7 97.8 744 33.5 122.7 2,219 100.0 106.5

営業費用 327 80.2 112.2 361 72.7 105.7 408 71.7 73.6 684 91.9 135.0 1,781 80.3 105.1

営業利益(現金ベース) 80 19.8 70.6 135 27.3 92.9 161 28.3 587.8 60 8.1 60.2 437 19.7 112.9

前受金調整額 － － － － － － － － － － － － － － －

売上高(発生ベース) 408 18.4 100.5 496 22.4 101.9 569 25.7 97.8 744 33.5 122.7 2,219 100.0 106.5

営業利益(発生ベース) 80 19.8 70.6 135 27.3 92.9 161 28.3 587.8 60 8.1 60.2 437 19.7 112.9
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当第１四半期

(平成25年４月～６月)

当第２四半期

(平成25年７月～９月)

当第３四半期

(平成25年４月～12月)

当第４四半期

(平成26年１月～３月)

合計

(平成26年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 401 17.9 98.2 494 22.1 99.6 562 25.1 98.7 780 34.9 104.8 2,238 100.0 100.9

営業費用 321 80.2 98.1 282 57.2 78.3 485 86.3 118.8 888 113.9 129.9 1,978 88.4 111.0

営業利益(現金ベース) 79 19.8 98.4 211 42.8 156.5 76 13.7 47.7 △108 △13.9 － 259 11.6 59.4

前受金調整額 － － － － － － － － － － － － － － －

売上高(発生ベース) 401 17.9 98.2 494 22.1 99.6 562 25.1 98.7 780 34.9 104.8 2,238 100.0 100.9

営業利益(発生ベース) 79 19.8 98.4 211 42.8 156.5 76 13.7 47.7 △108 △13.9 － 259 11.6 59.4

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。

人材事業

夏・冬の就職説明会が活況、会計業界の人材ニーズが活発化

子会社の(株)ＴＡＣプロフェッションバンクが手掛ける人材事業は、当連結会計年度の各四半期ごとに引き続

き好調を維持しています。会計業界向けの夏の就職説明会には大手４大監査法人がすべて出展を決める等、会計

士市場は需要が活発化しております。また、冬の税理士合格者中心の就職説明会も過去最高水準の出展社数を集

め、活況でありました。同時にコスト削減も継続して進めており、利益体質に転換しております。以上の結果、

売上高は４億３千万円（同2.0％増）、営業利益は９千７百万円（同56.7％増）となりました。

前第１四半期

(平成24年４月～６月)

前第２四半期

(平成24年７月～９月)

前第３四半期

(平成24年10月～12月)

前第４四半期

(平成25年１月～３月)

合計

(平成25年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 85 20.2 98.7 139 33.1 115.8 111 26.4 108.6 85 20.3 107.2 422 100.0 108.3

営業費用 93 109.2 97.0 93 67.3 97.6 89 80.0 106.7 83 97.5 102.6 359 85.2 100.7

営業利益(現金ベース) △7 △9.2 － 45 32.7 187.9 22 20.0 116.8 2 2.5 － 62 14.8 192.5

前受金調整額 － － － － － － － － － 0 0.2 － 0 0.0 －

売上高(発生ベース) 85 20.2 98.7 139 33.1 115.8 111 26.4 108.6 85 20.3 107.4 422 100.0 108.4

営業利益(発生ベース) △7 △9.2 － 45 32.7 187.9 22 20.0 116.8 2 2.7 － 62 14.8 193.0

当第１四半期

(平成25年４月～６月)

当第２四半期

(平成25年７月～９月)

当第３四半期

(平成25年４月～12月)

当第４四半期

(平成26年１月～３月)

合計

(平成26年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 93 21.8 109.9 152 35.3 108.9 112 26.0 100.5 72 16.8 84.7 430 100.0 102.0

営業費用 93 100.0 100.6 90 59.5 96.4 79 71.3 89.7 68 94.6 82.2 332 77.3 92.5

営業利益(現金ベース) △0 △0.0 － 61 40.5 134.8 32 28.7 143.8 3 5.4 183.4 97 22.7 156.7

前受金調整額 － － － － － － － － － － － － － － －

売上高(発生ベース) 93 21.8 109.9 152 35.3 108.9 112 26.0 100.5 72 16.8 84.5 430 100.0 102.0

営業利益(発生ベース) △0 △0.0 － 61 40.5 134.8 32 28.7 143.8 3 5.4 169.1 97 22.7 156.2

(注) １． 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。

２． 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。

３． 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。
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③ 最近における四半期毎の事業分野別の売上高概況

当社グループの各事業分野の業績及び概況は、次のとおりであります。

事業分野

前第１四半期

(平成24年４月～６月)

前第２四半期

(平成24年７月～９月)

前第３四半期

(平成24年10月～12月)

前第４四半期

(平成25年１月～３月)

合計

(平成25年３月期)

年間比 前年比 年間比 前年比 年間比 前年比 年間比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

財務・会計分野 1,048 26.8 75.8 1,058 27.0 78.1 882 22.5 82.0 926 23.7 92.2 3,915 18.6 81.3

経営・税務分野 1,526 31.8 96.1 1,161 24.2 92.5 924 19.3 88.3 1,187 24.7 91.7 4,800 22.9 92.6

金融・不動産分野 631 25.7 99.8 721 29.3 99.4 596 24.3 106.7 509 20.7 101.2 2,459 11.7 101.6

法律分野 696 30.6 94.5 553 24.4 108.4 472 20.8 79.1 550 24.2 88.3 2,274 10.8 92.1

公務員・労務分野 1,463 29.4 101.5 1,293 26.0 101.0 1,013 20.4 103.2 1,202 24.2 100.1 4,973 23.7 101.4

情報・国際分野 376 26.0 90.9 412 28.6 94.8 318 22.0 85.6 338 23.4 94.7 1,445 6.9 91.6

その他 299 26.5 98.6 294 26.0 88.6 284 25.1 98.6 252 22.4 92.0 1,130 5.4 94.3

合計 6,042 28.8 93.0 5,495 26.2 93.2 4,492 21.4 91.3 4,967 23.6 94.4 20,999 100.0 93.0

事業分野

当第１四半期

(平成25年４月～６月)

当第２四半期

(平成25年７月～９月)

当第３四半期

(平成25年４月～12月)

当第４四半期

(平成26年１月～３月)

合計

(平成26年３月期)

年間比 前年比 年間比 前年比 年間比 前年比 年間比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

財務・会計分野 870 25.6 83.0 893 26.2 84.4 777 22.8 88.2 863 25.4 93.2 3,404 16.6 87.0

経営・税務分野 1,377 30.3 90.3 1,098 24.2 94.6 909 20.0 98.4 1,159 25.5 97.6 4,546 22.1 94.7

金融・不動産分野 691 26.4 109.4 774 29.5 107.4 646 24.6 108.4 509 19.4 100.1 2,622 12.8 106.6

法律分野 573 28.3 82.3 571 28.2 103.2 392 19.4 83.1 488 24.1 88.7 2,026 9.9 89.1

公務員・労務分野 1,468 27.4 100.4 1,402 26.2 108.4 1,116 20.9 110.1 1,364 25.5 113.5 5,352 26.1 107.6

情報・国際分野 371 25.5 98.8 410 28.1 99.4 339 21.8 106.7 338 24.2 100.1 1,460 7.1 101.0

その他 289 25.9 96.6 307 27.6 104.6 282 25.4 99.3 235 21.1 93.2 1,114 5.4 98.6

合計 5,642 27.5 93.4 5,459 26.6 99.4 4,464 21.7 99.4 4,960 24.2 100.1 20,526 100.0 97.8

(注) １． 各四半期の年間比は各分野の年間売上高比率であります。

２． 期末の構成比は年間売上高比率であります。

３． 当第１四半期から当第３四半期までの構成比は各分野の売上高比率であります。

財務・会計分野

公認会計士試験については、新規株式公開の活況を背景に大手４大監査法人は昨年から積極採用姿勢に転じて

おります。本試験合格者はほぼ全員が採用されており、未就職者の問題は完全に終息したといえます。同時に、

合格率は8.9％（同7.5％）と、わずかながら上昇に転じており、公認会計士試験の受験環境は良好になってきて

おります。

一方で、当社の公認会計士講座は、新規学習者向けの入門コースは前年を上回り始めておりますが、再受験者

向けの上級コースは受験生が減少しきっているため、十分な受講申込みを確保できず低調に推移しております。

こうしたことから、当連結会計年度の公認会計士講座の現金ベース売上高は前年同期比12.9％減となりました。

簿記検定講座は、２級本試験が難化しており、その後の１級への進級や税理士講座へのステップアップが減少す

る等の影響が生じましたが、３級及び２級に関して新規顧客獲得のためのキャンペーンを積極的に実施したこと

により、受講申込みが増加し始めております。しかしながら当連結会計年度前半の不振が響き、現金ベース売上

高は同4.5％減となりました。以上の結果、当分野の売上高（発生ベース）は同13.0％減となりました。
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経営・税務分野

平成25年の税理士試験の受験申込者数は55,332名（前年比5.3％減）と漸減傾向が続くとともに、最終合格者

数も905名（同1,104名）と同18.0％減少しております。このような受験環境下、講座申込みも夏の本試験後及び

冬の合格発表後ともに減少が続き、税理士講座の現金ベース売上高は同7.1％減となりました。

中小企業診断士講座は前連結会計年度における大量合格の影響により再受験者が減少しており、現金ベース売

上高は同3.4％減となりました。以上の結果、当分野の売上高（発生ベース）は同5.3％減となりました。

金融・不動産分野

景気回復及び金融緩和により不動産市場が活発化つつあるといわれますが、不動産鑑定士の受験市場にはまだ

波及しておらず、現金ベース売上高は同10.6％減と縮小が続いております。一方、宅建主任者講座及びマンショ

ン管理士講座は、前連結会計年度から引き続き好調であり、それぞれ同9.0％増、同12.0％増となりました。FP

講座はリニューアルした出版物が好評でよく売れるとともに、市販書籍から講座申込みが促進される好循環につ

ながった結果、同17.6％増と大幅に売上を伸ばしました。証券アナリスト講座は、NISA（少額投資非課税制度）

対応でコールセンター要員に証券外務員試験を受験させる動きが活発で同13.5％増、ビジネススクール講座は企

業研修が堅調に推移し同5.9％増となりました。このほか、企業研修向けのヒューマンスキル講座や建築士講座

も順調に立ち上がっており、以上の結果、当分野の売上高（発生ベース）は同6.6％増となりました。

　

法律分野

司法試験講座は、予備試験受験者数が約12,600人を超えるなど、法科大学院よりも人気が出てきており、事業

環境に明るい兆しも見えてきております。当社の「４Ａ基礎講座」も初心者を中心に好評でしたが、全体的に司

法試験講座の規模縮小の影響を受け、当連結会計年度の現金ベース売上高は同5.5％減となりました。司法書士

講座は、前期に出版部門が好調だった反動及び新規の個人申込みが低調に推移し同6.6％減となりました。弁理

士講座は、本試験合格者数が大幅に絞られ難易度が上がり、新規・再受験者向けともに敬遠され同12.3％減とな

りました。行政書士講座も低調で同9.4％減となりました。以上の結果、当分野の売上高（発生ベース）は同

10.9％減となりました。

公務員・労務分野

社会保険労務士講座は、景気回復期には受験者数が減少する傾向があることに加え、本試験受験者数が前年比

4.7％減、合格者数が同27.0％減、合格率5.4％（前年7.0％）と、非常に厳しい受験環境に変わったことにより、

合格発表後の受講申込みが極端に落ち、当連結会計年度の現金ベース売上高は同7.3％減となりました。

公務員講座は、国家総合職・外務専門職コースが同13.1％増と人気が回復し始めるとともに、国家一般職・地

方上級コースが、景気回復により民間企業の就職状況が改善しているにも関わらず、同17.6％増と著しく成長し

ております。国家一般職・地方上級コースは、前年に引き続き単独で当社講座のうちNo.1の売上を誇る位置付け

となっております。また、新規開講の教員試験対策講座で売上が立ち始めております。以上の結果、当分野の売

上高（発生ベース）は同7.6％増となりました。

情報・国際分野

情報処理講座及びCompTIA講座はともに企業研修中心の講座ですが、情報処理講座は前年を若干上回る形で横

ばいとなったのに対し、CompTIA講座は同11.1％増と好調でした。米国公認会計士講座は、TOEICコースやBATIC

コースも健闘したものの若干及ばず、同1.0％減となりました。以上の結果、当分野の売上高（発生ベース）は

同1.0％増となりました。
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その他

人材子会社ＴＡＣプロフェッションバンクが行う人材ビジネスについては、夏に開催する会計業界向け就職説

明会関連の売上高が好調だったこと及び景気回復につれて他の人材派遣・人材紹介関係の売上高も伸びてきた結

果、人材事業売上が同2.0％増となりました。税務申告ソフト「魔法陣」の売上高は同9.9％減と低迷しました。

その他、各拠点での受講申込みが低調なため、受付雑収入が同14.5％減となりました。以上の結果、当分野の売

上高は同1.4％減となりました。

④ 受講者数の推移

当連結会計年度における受講者数は202,643名（前連結会計年度比0.4％増）と、３年連続で減少していた受講

者数が下げ止まりました。個人受講者は140,016名（同0.5％減、709名減）、法人受講者は62,627名（同2.3％増、

1,422名増）となりました。個人・法人を合わせた講座別では、公務員講座が人数でも当社No.1の講座となり、

国家一般職・地方上級コースが同18.0％増、国家総合職・外務専門職コースが同9.1％増と牽引しました。また、

公認会計士講座で同16.4％減、税理士講座で7.1％減となりましたが、簿記検定講座が同9.9％増と大幅増加に転

じ、今後より上位の会計資格へのステップアップが課題となります。景気回復を受け、宅建主任者が同5.4％増、

ＦＰが同4.2％増、ビジネススクールが同19.8％増など、金融・不動産分野が受講者数を伸ばしましたが、法律

分野は低迷しました。法人受講者は、自治体等の委託訓練が同4.9％減、大学内セミナーが同12.8％減、提携校

が同6.4％減となりましたが、通信型研修が同17.8％増と著しく伸び、法人受講者全体ではプラスとなりました。

　

個人受講者数 法人受講者数 合計
前連結会計年度

比増減
年間伸び率

人 人 人 人 ％

平成17年３月期 120,962 42,507 163,469 ＋ 10 100.0

平成18年３月期 135,205 45,598 180,803 ＋17,334 110.6

平成19年３月期 132,755 47,780 180,535 △268 99.9

平成20年３月期 131,513 50,879 182,392 ＋ 1,857 101.0

平成21年３月期 134,683 51,603 186,286 ＋ 3,894 102.1

平成22年３月期 167,730 52,593 220,323 ＋34,037 118.3

平成23年３月期 163,151 53,867 217,018 △3,305 98.5

平成24年３月期 146,571 58,611 205,182 △11,836 94.5

平成25年３月期 140,725 61,205 201,930 △3,252 98.4

平成26年３月期 140,016 62,627 202,643 + 713 100.4

10年間累計

(個人法人比率)

1,413,311

(72.8％)

527,270

(27.2％)

1,940,581

(100.0％)
― ―
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⑤ 次期の見通し

当社を取り巻く環境は急速に変化しており、最近の大学生・社会人層の自己投資に関する嗜好の変化、公認会

計士・弁護士の就職問題に象徴される資格学習意欲の減退、スマートフォン・タブレット端末の爆発的な普及に

よる教育市場におけるIT化の進展等、複合的な要因によって売上高の急激な収縮に見舞われてきました。前連結

会計年度に実施した固定費削減のための事業構造改善、具体的には賃借物件の一部解約による賃借料の削減、講

師料等の減額、役員報酬の減額、希望退職制度の実施を含む社員人件費の削減、不採算講座の縮小等の効果によ

って、当連結会計年度は単体・連結とも営業損益が大きく改善いたしました。

翌連結会計年度に向けては、こうしたコスト削減効果が一巡してくるため、コスト削減による大きな増益は生

み出しづらくなりますが、継続的なコスト削減努力は緩めず、単体ベースの講師料は当事業年度比2.2％減、教材

費等の外注費は同1.4％減など、売上原価は同3.9％減を見込んでおります。また、売上高は、当連結会計年度末

に消費増税の駆け込み申込みが著しく増大したため、その反動減が消えるまで、相当程度の期間を要すると見込

まれます。その結果、連結ベースにおける平成27年３月期の連結業績予想は、次のとおりであります（単位：百

万円）。

連結業績予想 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成27年３月期
連結業績予想

20,300
（△1.1％）

1,050
（1.5％）

1,080
（△16.9％）

615
（△24.7％）

（注）括弧内は当連結会計年度比

翌連結会計年度は、上記のような厳しい環境の下でも利益を出せる体制を構築しつつ、今後の成長のため新た

な売上高を作る取組みを行っていく年度と位置付けております。具体的には、次のとおりであります。

(i) 新講座の開発・・・教員試験対策講座の本格的な立ち上がり、建築士講座の更なる拡大

(ii) 新規事業の開拓・・(株)オンラインスクールによる新たな資格学習者層の開拓、囲い込み、ＴＡＣ講座へ

の引き上げ、(株)プロフェッションネットワークによる実務家向けビジネスの拡大等

（２）財政状態に関する分析

① 財政状態

当連結会計年度末の財政状態は、純資産（少数株主持分を除く）が41億５千３百万円（前連結会計年度比８億

４千２百万円増）、総資産が186億３千１百万円（同18億２千２百万円増）となりました。連結上、増加した主な

ものは、現金及び預金が同22億７千４百万円増、売掛金が同１億９千８百万円増、長期預金が１億円増、長期借

入金（１年以内返済予定を含む）が同16億２百万円増であります。減少した主なものは、商品及び製品が同３億

７千４百万円減、償却が進んだことにより有形固定資産が同２億５百万円減、J-REITの売却等により投資有価証

券が同２億７千５百万円減、短期借入金が同７億７千５百万円減等であります。また、株式会社増進会出版社と

の資本・業務提携に伴って当社が保有していた自己株式を譲渡したことにより、純資産の部において自己株式が

同１億円減少いたしました。

　

前第１四半期

(平成24年６月末)

前第２四半期

(平成24年９月末)

前第３四半期

(平成24年12月末)

前第４四半期

(平成25年３月末)
構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

総資産 18,838 100.0 90.0 18,735 100.0 90.1 18,033 100.0 87.7 16,808 100.0 88.2

有利子負債 5,570 29.6 74.1 5,104 27.2 76.3 4,601 25.5 69.1 3,572 21.3 57.7

前受金 5,871 31.2 89.3 6,720 35.9 90.8 7,192 39.9 91.4 6,621 39.4 91.9

自己資本 3,400 18.0 102.1 3,339 17.8 99.7 3,006 16.7 109.9 3,311 19.7 151.1

１株当たり
純資産

円

186.47
円

183.16
円

164.85
円

181.59
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当第１四半期

(平成25年６月末)

当第２四半期

(平成25年９月末)

当第３四半期

(平成25年12月末)

当第４四半期

(平成26年３月末)
構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

総資産 16,553 100.0 87.9 18,380 100.0 98.1 18,223 100.0 101.1 18,631 100.0 110.8

有利子負債 3,806 23.0 68.3 4,529 24.6 88.7 4,203 23.1 91.3 4,400 23.7 123.2

前受金 5,723 34.6 97.5 6,301 34.3 93.8 6,570 36.1 91.3 6,515 35.0 98.4

自己資本 3,738 22.6 109.9 4,206 22.9 125.9 4,174 22.9 138.9 4,153 22.3 125.4

１株当たり
純資産

円

205.00
円

230.67
円

228.95
円

224.46

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期比23億７千７百万円増加

し、62億１千６百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　営業活動におけるキャッシュ・フローは、同19億７千１百万円減少し、13億２千９百万円の収入となりました。

増減要因の主なものは、前連結会計年度に計上していた新宿校の移転補償金が同17億５千万円の減少、受講料保

全信託受益権の増減額が同23億４千２百万円の減少、売上債権の増減額が同２億１千９百万円の減少、滞留在庫

の廃棄により棚卸資産の増減額が同４億５百万円の減少、前受金の増減額が同４億７千７百万円の減少等であり

ます。

　投資活動におけるキャッシュ・フローは、同12億４千４百万円減少し、１億４千９百万円の収入となりました。

増減要因の主なものは、投資有価証券の売却及び償還による収入が同２億９千１百万円の増加、差入保証金の支

払による支出及び同回収による収入の正味で同17億７千３百万円の減少等であります。

　財務活動におけるキャッシュ・フローは、同35億３千５百万円増加し、８億９千８百万円の収入となりました。

増減要因の主なものは、短期借入金の返済による支出が減少し、短期借入金の純増減額が同７億８千５百万円の

増加、長期借入金の借入れによる収入が同26億円の増加、(株)増進会出版社との資本・業務提携に伴い自己株式

の処分による収入が９千６百万円の増加等であります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

自己資本比率 18.6％ 14.8％ 11.5％ 19.7％ 22.3％

時価ベースの自己資本比率 32.7％ 26.9％ 17.9％ 20.0％ 31.1％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

13.0年 8.4年 ―年 1.1年 3.3年

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

10.2 24.6 △1.3 85.9 45.7

自己資本：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）各指数は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済み株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

（注３）営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有

利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利

払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、一昨年まで続いた２期連続の最終赤字及び上場来初の大幅な営業損失を計上した不振の状態から、業績

回復の途上にあります。前連結会計年度は、新宿校の移転補償金及び訴訟の和解金等が特別利益として計上された

ため、これを原資に社員の希望退職制度の実施及びスクール各拠点の思い切った減床による固定費削減等を実施い

たしました。また、固定費削減の手を緩めず、当連結会計年度は一定年次以上の社員人件費の一律５％カットを実

施しております。その結果、上期まではその効果がフルに表れ、業績が順調に推移しました。

しかし、当社グループの経営状況を俯瞰してみますと、コスト削減により利益回復を果たしたものの、現金ベー

ス売上高の減少が続いており、当連結会計年度は、消費税率アップ直前の駆け込み申込みでかろうじて前年に比べ

てプラスになったのであって、翌期は再び反動減からのスタートとなることが予想されます。

前連結会計年度においては、経営基盤の安定のため当面利益留保を優先することとしながら、何とか最悪期を脱

したということで復配に踏み切ることといたしましたが、当社グループを取り巻く経営環境の厳しさは何ら変わり

なく、むしろＷｅｂやスマートフォン・タブレット等のモバイル環境の進展に伴い、ますます変化のスピードが増

大しております。これに対応して、公務員講座一極集中の収益体質を改め、新しい売上成長の芽を伸ばしていく必

要があり、グループを挙げてこれに取り組んでいるところであります。

こうしたことから、成長投資に振り向けるべく、より一層の財務的基盤の充実を図る必要があるため、当面の間、

経営状況を勘案しながら安定的に配当する方針を堅持する所存であります。今後も当社グループの経営方針にご理

解をいただき、ご支援くださいますようお願い申し上げます。

（４）事業等のリスク

当社グループに関する事業等のリスクは、以下のとおりであります。なお、文中に関する事項は、当連結会計年

度末（平成26年３月31日）現在において当社グループが判断したものであります。

① 教育訓練給付制度の動向

教育訓練給付制度は、労働者の主体的な能力開発の取組みを支援し、雇用の安定と再就職の促進を図ることを

目的とした雇用保険の給付制度であり、厚生労働省が主管しております。一定条件を満たす雇用保険の一般被保

険者等がいったん全額受講料を支払い、講座修了後、出席率等一定条件を満たしている場合に、入会金・受講料

の一定割合に相当する額が雇用保険からハローワーク（公共職業安定所）を通じて支給されるものであります。

給付基準は数年に一度変更されることがあり、現在は被保険者期間が３年以上（初回利用に限り１年以上）の

方は一律20％、10万円が限度とされています。給付基準の変更により、講座申込みに駆け込み需要が生じること

があり、その後反動減が発生する等、短期的に業績が影響を受けますが、その影響額を想定することは非常に困

難であります。また、より高度の人材育成という政策目的から、教育訓練給付制度の改正について議論されてお

りますが、その内容如何によって当社の業績に影響を与えることが予想されます。

② 前受金について

当社の行う資格取得支援事業は、受講申込者に全額受講料をお支払いいただき（現金ベースの売上）、当社はこ

れをいったん前受金として貸借対照表・負債の部に計上しておきます。その後、教育サービス提供期間に対応し

て、前受金を月ごとに売上に振り替えられます（発生ベースの売上）。一般的に、現金ベースの売上が拡大してい

く局面では前受金残高が増大していき、当該会計期間以降、前受金戻入が多額になることによって発生ベースの

売上を押し上げる効果が強まりますが、現金ベースの売上が減少していく局面では前受金残高が減少していき、

当該会計期間以降、前受金戻入が少なくなることによって発生ベースの売上を押し上げる効果が弱まる傾向があ

ります。さらに、現金ベースの売上が減少局面から増加局面に変わる期においては、発生ベースの売上に対する

減少効果が増幅される場合があり、発生ベースで計算される当社の業績に影響を与えることになります。
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③ 特定商取引法・消費者契約法と行政の動向

2007年中に特定商取引法の規制を受ける大手英会話スクールが破綻する事件があったほか、解約・返金に関す

る訴訟で最高裁の判決が出ております。当社の属する資格取得スクール業界は、パソコンスクールなど一部の講

座を除き、直接、特定商取引法で定められた特定継続的役務提供の規制を受けるわけではありません。

一方、消費者契約法については広い範囲の事業者が対象となっており、消費者庁主導のもと消費者保護政策が

強化される傾向にあります。当社としても、業界他社と足並みを揃えつつ無理由での解約・返金等に応じている

ほか、受講者に安心して受講いただけるよう2008年に前受金保全信託制度を導入しております。本制度において

は、毎月末に未経過の受講期間に対応する前受金残高の一定割合を翌月に信託するしくみとしており、当社に万

が一事業を継続できなくなる事態が生じた場合には、信託財産が受益者代理人を通じて各受講者に返還されます。

ただし、受講者にお支払いいただいた前受金の残額については、他の債権者との関係から受講者に返還できない

場合があります。また、今後の法令改正等、消費者行政の動向等によっては、当社のビジネス・モデルに大きな

影響を与える可能性があります。

④ 個人情報保護法への対応

2005年４月に「個人情報の保護に関する法律」が全面施行され、当社グループの個人顧客のみならず、法人顧

客の関心も極めて高いため、当社グループとしてコンプライアンス体制の維持の観点から積極的に対応してまい

りました。その結果、当社及び子会社の株式会社ＴＡＣプロフェッションバンクともに、財団法人日本情報処理

開発協会（JIPDEC）よりプライバシーマークを取得いたしました。

今後も引き続き、個人情報管理責任者のもと、情報流出等を防止する厳重なセキュリティ対策を維持するとと

もに、従業員への教育を継続することによって、個人情報の保護に努めてまいります。万一、流出事故が発生し

た場合は、当社グループへの社会的信用を失うこととなり、業績へ深刻な影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 為替相場の変動の影響

余資運用のため、複合金融商品に該当する外貨建債券を2014年３月末現在、10億４千７百万円保有しておりま

す。この種の金融商品は「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号、平成20年３月10日改正）に基づき

時価評価され、得られる利息とともに時価の変動額ならびに為替差損益が営業外損益として計上されることにな

ります。従って、為替相場の変動によっては、営業外損益に多額の投資有価証券運用損益が計上されることによ

り、経常利益が大きく変動する可能性があります。
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２．企業集団の状況

(1) 当社グループの状況

当社グループは、以下のとおり、当社、連結子会社７社、持分法適用会社２社並びに非連結子会社１社より構成さ

れております。

会社区分 セグメント 会 社 名

連結子会社

個人教育事業

(株)ＴＡＣ総合管理

(株)オンラインスクール

太科信息技術（大連）有限公司（大連オペレーションセンター）

法人研修事業 (株)ＬＵＡＣ

出版事業
(株)早稲田経営出版（Ｗ出版）

(株)ＴＡＣグループ出版販売

人材事業 (株)ＴＡＣプロフェッションバンク（ＴＰＢ）

持分法適用
関連会社

―
(株)プロフェッションネットワーク

空橋克拉伍徳信息技術服務（大連）有限公司

非連結子会社 ― 泰克現代教育（大連）有限公司

当社は、「プロフェッションの養成」を経営理念として社会人、大学生を対象に資格教育、実務教育を核とした人

材育成事業を展開しております。個人教育事業に属する(株)ＴＡＣ総合管理は、当社が賃借する教室用ビルの契

約・メンテナンス業務等を一括管理することにより効率的な運営管理を行います。(株)オンラインスクールは、

スマートフォン・タブレット等を用いて原則として無料で資格の学習ができる新しいＷｅｂ講座を提供します。

大連オペレーションセンターは、当社の個人教育事業に係る事務・教材視聴チェックやホームページ作成更新作

業等を行います。法人研修事業に属する(株)ＬＵＡＣは、保険関係の企業研修事業に特化して展開するために設

立されました。Ｗ出版は、2009年９月に(株)ＫＳＳ（旧・早稲田経営出版）から「Ｗセミナー」ブランドの資格

取得支援事業及び出版事業を譲受けるに際して、「Ｗセミナー」ブランドの出版事業を行うために吸収分割によっ

て設立されました。ＴＡＣグループ出版販売は、ＴＡＣ出版とＷセミナーの２つのブランドで行う出版事業に関

する営業・宣伝等の業務を一元化し効率的に行うためのバックオフィス業務及び対外的な営業活動を担当してお

ります。ＴＰＢは、当社グループの中でさまざまな機会をとらえて、人材紹介・派遣・求人広告事業を行ってお

ります。

　また、持分法適用会社である(株)プロフェッションネットワークは、(株)清文社と合弁で設立しており、当社

資格講座の合格者・学習経験者等の実務家向けに実務情報誌を発行する事業を行っております。空橋克拉伍徳信

息技術服務（大連）有限公司は、中国・大連市で盛んな日系企業からのＢＰＯ（ビジネス・プロセス・アウトソ

ーシング）業務の外部受託を進めるために、(株)スカイアーチネットワークスと合弁で設立したものであります。

泰克現代教育（大連）有限公司は中国資本との合弁会社であり、中国の人材が進出した日本企業で働く場合の日

本式の簿記・情報処理教育を企業研修の形で提供する事業を行っております。

当社グループの事業セグメントは、「個人教育事業」、「法人研修事業」、「出版事業」及び「人材事業」に分けら

れ、その事業内容は次のとおりであります。

個人教育事業

当社は、公認会計士、税理士をはじめとして不動産鑑定士、社会保険労務士、証券アナリスト、情報処理技術

者、米国公認会計士等の資格試験に対する受験指導を行っており、数多くの試験合格者を世に輩出してまいりま

した。そして、上記各資格講座の合格実績を背景に、「資格の学校ＴＡＣ」として個人教育事業を行っておりま

す。

資格講座は「通学・ＤＶＤ講座」、「ＤＶＤ通信講座」、「Ｗｅｂ通信講座」、「インターネットによる講義音声デ

ータのダウンロード通信講座」及び「資料通信講座」にて実施しており、講師が作成する独自のテキストを使用

しております。そして、長年の受験指導により蓄積された社会科学の分野を網羅する教育コンテンツは、当社の

貴重な財産となっております。また、当社の販売ネットワークの構築にも力を入れており、全国の大学・書店と

販売提携をしております（平成26年３月末現在提携大学生協327大学480店舗、提携書店57書店192店舗）。
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法人研修事業

当社は、法人研修事業として、企業、大学、専門学校、会計事務所等に対して資格取得研修や実務研修等の社

員研修の実施や自己啓発講座の提供、専門学校等への教材提供とコンサルティング、税務申告ソフト「魔法陣」

の販売、提携校の展開、ビジネススクールや大学内セミナー、国・自治体等からの委託訓練を実施しております。

また、情報処理・ＩＴ関連の資格試験の取得指導（マイクロソフトオフィス スペシャリスト試験、オラクル認定

Java等）及びＩＴ関連の国際資格の導入と普及に努めております。

現在、米国CompTIA（コンピューティング技術産業協会）主催のＡ+（エープラス）試験、Network+（ネットワ

ークプラス）試験、Server+（サーバープラス）試験及びSecurity+（セキュリティプラス）試験等の普及に努め、

日米の情報技術格差の溝を埋める役割を果たしております。

出版事業

当社及びＷ出版は、個人教育事業及び法人研修事業で展開している資格講座・実務研修の教育コンテンツを活

かし、「啓蒙書」、「入門書」、「受験用書籍」、「実務書」等のさまざまなラインナップを取り揃えて出版事業を行っ

ております。具体的には、合格の秘訣シリーズ、過去試験問題シリーズ等のシリーズ物として、出版物を通して

その指導ノウハウを広く普及することを目的としております。平成26年３月末現在の稼働点数は「ＴＡＣ出版」

ブランドで945点（うち会計税務資格関連265点）、「Ｗセミナー」ブランドで253点、合わせて1,198点にのぼりま

す。

人材事業

当社の100％子会社であるＴＰＢにおいて、人材紹介・派遣事業及びインターネットによる求職・求人Webサイ

トの運営を展開しており、当社でスキルアップした優秀な人材に対して多くのキャリアアップの機会を提供し、

より有利な就職環境の支援を行っております。当社の人材ビジネスの強みは、資格取得を目指す20万人超の受講

者が存在することであります。
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(2) 当社グループの事業分野

当社グループの事業内容は社会科学全般に及んでおり、これを分野別に分類すると次のとおりであります。

分野 内容 特色及び実績

①財務・会計分野 公認会計士講座、簿記検定講座、建設業経

理士講座、ビジネス会計検定講座

新試験制度制定後、平成18年～25年の当

社の本科生合格者累計実績(注１)は

6,376名であります。

②経営・税務分野 税理士講座、中小企業診断士講座、ＩＰＯ

実務検定講座、財務報告実務検定講座

平成23年～25年の税理士試験合格者累計

実績(注２)は1,153名であります。

平成25年度中小企業診断士第二次試験合

格者910名中、当社の当該年度本科生

（注１）受講者数は236名であります。
③金融・不動産分野 建築士講座、不動産鑑定士講座、宅建主任

者講座、マンション管理士／管理業務主任

者講座、ＦＰ(ファイナンシャル・プラン

ナー)講座、証券アナリスト講座、ＤＣプ

ランナー講座、貸金業務主任者講座、ビジ

ネススクール

平成25年度不動産鑑定士試験合格者98名

中、当社の当該年度本科生受講者数(注

１)は73名であります。

平成24年度宅建主任者試験合格者32,000

名中、当社本科生(注１)は1,042名であ

ります。

平成24年度２級ＦＰ技能検定学科・実技

試験同時合格者数は662名であります

（注３）。
④法律分野 司法試験講座、司法書士講座、弁理士講

座、行政書士講座、ビジネス実務法務検定

講座、通関士講座、知的財産管理技能検定

講座、法律関連講座

―

⑤公務員・労務分野 公務員講座(国家総合職・一般職、地方上

級、外務専門職、警察官・消防官、理系技

術職)、教員試験対策講座、マスコミ・就

職対策講座、社会保険労務士講座

平成25年度公務員講座生(注１)の最終合

格者延べ人数は4,333名であります。平

成25年度外務専門職試験38名中、Ｗセミ

ナー講座生の合格者占有率は76.3％であ

ります。

平成23年～25年の社会保険労務士試験合

格者累計実績（注２）は1,592名であり

ます。
⑥情報・国際分野 情報処理講座（ＩＴパスポート、情報セキ

ュリティスペシャリスト等）米国公認会計

士講座、米国管理会計士・米国税理士講

座、CompTIA講座、IT関連講座、ＣＩＡ

（公認内部監査人）講座、個人情報保護

士・企業情報管理士講座、ＢＡＴＩＣ（国

際会計検定）講座、ＴＯＥＩＣ講座

―

⑦その他 人材事業(人材派遣・人材紹介)、税務申告

ソフト「魔法陣」、受付雑収入他
―

(注) １．本科生とは、目標年度の試験に合格するために必要と考えられる講義・答案練習・公開模擬試験・試験委員

対策・法令改正等をパッケージ化したコースであります。本科生合格者は、当該本科生において合格に必要

な科目をすべて受講し、かつ、最終合格された方をいいます。なお、過年度の科目合格者が最終合格された

場合、(1) 合格に必要な科目をすべて当社で受講し、かつ、(2)受講した年度に科目合格されている方は合

格者に含めております。

２．TAC合格者とはTACにおいて合格のための授業、模擬試験等がすべて含まれたコースで、税理士試験合格に必

要な受験科目の半数以上を受講した方を対象としております。TAC合格者には、直前対策コースのみの受講

生、公開模試のみの受講生、出版教材のみの購入者、資料請求者、情報提供のみの登録者、無料の役務享受

者は一切含まれておりません。

３．ファイナンシャル・プランナー講座３・２級試験対策パック及び２級本科生のうち、日本ＦＰ協会の２級Ｆ

Ｐ技能検定に出願し、受検申請書で「認定教育機関に試験結果を報告してもよい」の項目に署名、捺印した

方の数であります。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

ＴＡＣの経営理念 ＝ プロフェッションの養成

わが国は、成熟した工業社会から急速に知識社会へシフトしつつあります。知識社会ではさまざまな分野ごと

に知識専門家（プロフェッション）が要求され、活躍の場を広げています。プロフェッションprofessionとは英

語のprofess=「神の前で宣言する」を語源とし、中世ヨーロッパ社会では神に誓いを立てて従事する職業として、

神父・医師・会計士・法律家・教師等の知識専門家を指していました。彼らは職業を通して社会や人々に対して

責任を負うと同時に、厳しい倫理観が要請されました。欧米ではプロフェッションの養成を大学が担当してきま

したが、日本では大学がアカデミズムに偏重し、実務を担うプロフェッションの養成を手がけてきませんでした。

当社は公認会計士を養成するビジネスを始めて以来、大学に代わって、現代に求められる多くのプロフェッショ

ンの養成を担当してまいりました。

当社は、プロフェッションの養成を経営理念として、拠点とメディアを通して顧客（大学生・社会人・法人企

業）の幅広い支持を受け、教育サービス市場での一強となることを目指してまいります。ステークホルダーとし

ての顧客の支持基盤を有してこそ、「株主価値の増大」という株式会社に求められる最も基本的な命題も達せられ

ると考えております。

（２）目標とする経営指標

ＴＡＣの目標経営指標 ＝ （現金ベース）売上高営業利益率の極大化

当社グループの経営指標は、安定的な売上成長と現金ベース売上高営業利益率の極大化を目標としております。

当連結会計年度においては、会計系講座及び法律系講座を中心に売上の減少が続く講座が多く、これを景気回復

を背景に金融・不動産系講座及び公務員講座がカバーするという形で推移しました。前連結会計年度から固定費

を大幅に削減する施策を継続しており、利益体質に転換を進めてまいりました。今後は、新規の講座開発及び新

規事業により売上減少に歯止めをかけ、より安定的に利益を計上できるようにすることで、現金ベース売上高営

業利益率の向上に努めてまいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

教育ビジネスと人材ビジネスの結合により株主価値を向上

当社グループは、「プロフェッションの養成」を経営理念として社会人、大学生を対象に資格教育、実務教育を

核とした人材育成事業を展開しております。また、当社グループで学ぶ方々は、自己投資の結果として希望の業

種・職種への就職・転職を望む方も少なくなく、当社グループの提供する人材派遣・紹介サービスも個人及び企

業もへ浸透しつつあります。したがって、当社グループの中長期的な経営戦略は、教育ビジネスと人材ビジネス

を強固に結びつけながら、双方のビジネスを拡大させていくことであります。これにより、毎期安定的な売上成

長と売上高営業利益率の向上を実現し、株主価値を高める努力を継続してまいります。

（４）会社の対処すべき課題

① 事業構造改革及び固定費抑制の継続

当業界は、東日本大震災以降の大学生・社会人層の自己投資に関する嗜好の変化、並びに最近のスマートフォ

ン・タブレット端末の急速な普及に伴う消費者ニーズの多様化等により、売上の急速な収縮に見舞われておりま

す。このため、減少した売上の水準でも利益の出せる体制にするための事業構造改革並びに固定費抑制の継続が、

喫緊の課題となっております。

前連結会計年度に事業構造改革として、賃借物件の一部解約による賃借料の削減、講師料の減額、希望退職者

の募集を含む人件費の削減、不採算講座の縮小等に取り組み、さらに当連結会計年度は一定年次以上の社員人件

費の一律５％カットも実行し、固定費の抑制に取り組んでまいりました。

今後も、現金ベース売上高が増加しないのであれば、その枠内で利益を計上することができるよう、引き続き

あらゆる観点でのコスト削減を図ってまいります。

② 既存講座の見直しと新規事業・新規講座の開発

これまで当社を支えてきた会計系講座（簿記検定・公認会計士・税理士）やＷセミナーの買収によって獲得し

た司法試験・司法書士講座等の法律系講座の売上が減少する一方で、公務員講座（国家総合職・一般職及び地方

上級）は大学生の人気を集めて堅調に成長を続け、大きな構造変化が起きてきました。一方で、自民党政権によ

決算短信 （宝印刷）  2014年05月15日 13時27分 17ページ （Tess 1.40 20131220_01）



TAC株式会社(4319) 平成26年３月期 決算短信

－ 18 －

る経済政策により景気浮揚効果が見られ始め、企業における給与引き上げや女性の労働力の活用等、新しいトレ

ンドが生まれようとしております。

こうした流れに対応して、当社グループは一丸となって既存講座の展開方法を受講メディア・告知手法等も含

めて総合的に見直し、売上の減少に歯止めをかけるとともに、新規事業や新規講座を積極的に開発することで、

次世代の成長の芽を育てる必要に迫られております。これまでに税理士等向けのWeb情報誌の発行や、公務員講座

に理系技術職コースを追加したほか、建築士講座を新規開講いたしました。現在、潜在的に大きな市場規模を有

する教員試験対策講座を新規開講し、これを軌道に乗せるべく教材開発及び講師の確保に努めております。また、

インターネットで安価に良質の教育サービスを提供する事業に取り組むため、株式会社オンラインスクールを設

立し、原則として無料のネット教育事業により、資格試験受験者層の拡大並びに囲い込みに注力しております。

（５）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,889,167 6,163,936

受取手形及び売掛金 2,777,057 2,975,078

有価証券 80,968 166,113

商品及び製品 657,682 282,862

仕掛品 12,684 12,399

原材料及び貯蔵品 342,463 333,956

繰延税金資産 352,912 390,813

受講料保全信託受益権 546,180 365,638

その他 266,215 407,198

貸倒引当金 △4,494 △3,146

流動資産合計 8,920,836 11,094,852

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,198,035 2,194,703

減価償却累計額 △1,162,029 △1,318,152

建物及び構築物（純額） 1,036,006 876,550

機械装置及び運搬具 358,979 358,813

減価償却累計額 △341,244 △344,222

機械装置及び運搬具（純額） 17,734 14,591

工具、器具及び備品 1,006,799 920,054

減価償却累計額 △844,633 △810,592

工具、器具及び備品（純額） 162,165 109,462

土地 410,376 410,376

リース資産 46,877 74,957

減価償却累計額 △29,886 △49,581

リース資産（純額） 16,991 25,375

建設仮勘定 - 1,077

有形固定資産合計 1,643,275 1,437,433

無形固定資産

その他 230,997 264,855

無形固定資産合計 230,997 264,855

投資その他の資産

投資有価証券 1,593,305 1,318,131

関係会社出資金 21,413 21,413

長期預金 300,000 400,000

差入保証金 3,152,354 3,151,532

保険積立金 930,156 927,055

その他 51,520 47,031

貸倒引当金 △35,219 △30,979

投資その他の資産合計 6,013,530 5,834,185

固定資産合計 7,887,803 7,536,474

資産合計 16,808,639 18,631,326
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 488,497 492,511

短期借入金 1,800,000 1,025,000

1年内返済予定の長期借入金 783,186 1,047,556

未払法人税等 167,030 437,289

返品調整引当金 384,765 344,472

返品廃棄損失引当金 136,047 192,385

賞与引当金 62,621 50,435

資産除去債務 - 8,503

前受金 6,621,514 6,515,502

その他 1,216,361 1,212,553

流動負債合計 11,660,025 11,326,209

固定負債

長期借入金 989,702 2,328,146

繰延税金負債 74,493 39,986

役員退職慰労未払金 120,702 120,702

資産除去債務 631,941 630,180

その他 4,304 18,222

固定負債合計 1,821,144 3,137,238

負債合計 13,481,169 14,463,448

純資産の部

株主資本

資本金 940,200 940,200

資本剰余金 790,547 790,547

利益剰余金 1,608,956 2,422,455

自己株式 △100,133 △25

株主資本合計 3,239,570 4,153,177

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 60,580 △17,379

為替換算調整勘定 11,095 17,518

その他の包括利益累計額合計 71,676 139

少数株主持分 16,223 14,561

純資産合計 3,327,470 4,167,878

負債純資産合計 16,808,639 18,631,326
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 20,999,157 20,526,880

売上原価 13,252,819 12,466,836

売上総利益 7,746,338 8,060,043

返品調整引当金戻入額 371,861 384,765

返品調整引当金繰入額 384,765 344,472

差引売上総利益 7,733,433 8,100,337

販売費及び一般管理費 7,596,557 7,065,901

営業利益 136,876 1,034,436

営業外収益

受取利息 1,817 3,939

受取配当金 70 70

投資有価証券運用益 277,963 290,615

その他 17,010 15,603

営業外収益合計 296,861 310,227

営業外費用

支払利息 37,803 27,761

持分法による投資損失 17,140 9,066

その他 1,273 8,223

営業外費用合計 56,216 45,051

経常利益 377,521 1,299,612

特別利益

移転補償金 1,750,000 -

受取和解金 70,000 -

特別利益合計 1,820,000 -

特別損失

固定資産除売却損 - 5,740

減損損失 - 4,431

事業構造改善費用 359,723 -

特別損失合計 359,723 10,172

税金等調整前当期純利益 1,837,797 1,289,440

法人税、住民税及び事業税 171,773 508,510

法人税等調整額 681,892 △38,860

法人税等合計 853,665 469,650

少数株主損益調整前当期純利益 984,131 819,789

少数株主利益 6,191 3,058

当期純利益 977,940 816,731
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主
損益調整前当期純損失（△）

984,131 819,789

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 134,356 △77,959

為替換算調整勘定 6,983 6,059

持分法適用会社に対する持分相当額 671 364

その他の包括利益合計 142,011 △71,536

包括利益 1,126,143 748,253

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,119,952 745,194

少数株主に係る包括利益 6,191 3,058
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：千円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 940,200 790,547 631,015 △100,133 2,261,629

当期変動額 　 　 　 　 　

当期純利益 　 　 977,940 　 977,940

自己株式の処分 ― ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 　 　 977,940 　 977,940

当期末残高 940,200 790,547 1,608,956 △100,133 3,239,570

　

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券評

価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △73,776 3,440 △70,335 8,432 2,199,726

当期変動額 　 　 　 　 　

当期純利益 　 　 　 　 977,940

自己株式の処分 ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
134,356 7,655 142,011 7,791 149,803

当期変動額合計 134,356 7,655 142,011 7,791 1,127,743

当期末残高 60,580 11,095 71,676 16,223 3,327,470

　

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 940,200 790,547 1,608,956 △100,133 3,239,570

当期変動額

当期純利益 816,731 816,731

自己株式の処分 △3,232 100,108 96,876

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)

当期変動額合計 813,498 100,108 913,607

当期末残高 940,200 790,547 2,422,455 △25 4,153,177

　

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券評

価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 60,580 11,095 71,676 16,223 3,327,470

当期変動額

当期純利益 816,731

自己株式の処分 96,876

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
△77,959 6,423 △71,536 △1,662 △73,199

当期変動額合計 △77,959 6,423 △71,536 △1,662 840,407

当期末残高 △17,379 17,518 139 14,561 4,167,878
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,837,797 1,289,440

減価償却費 417,362 331,616

のれん償却額 54,830 -

事業構造改善費用 10,177 -

移転補償金 △1,750,000 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,858 △5,588

賞与引当金の増減額（△は減少） △12,201 △12,186

返品調整引当金の増減額（△は減少） 12,904 △40,293

返品廃棄損失引当金の増減額（△は減少） 13,203 56,337

受取利息及び受取配当金 △1,887 △4,009

支払利息 37,803 27,761

持分法による投資損益（△は益） 17,140 9,066

固定資産除売却損益（△は益） 4,906 16,686

投資有価証券運用損益（△は益） △277,963 △290,615

売上債権の増減額（△は増加） △416,323 △197,267

たな卸資産の増減額（△は増加） △21,765 383,611

その他債権の増減額（△は増加） 98,973 △109,969

仕入債務の増減額（△は減少） 57,049 31,656

前受金の増減額（△は減少） △583,018 △106,012

受講料保全信託受益権の増減額（△は増加） 2,523,504 180,541

その他債務の増減額（△は減少） △338,542 △38,993

その他 △85,854 45,879

小計 1,596,238 1,567,662

利息及び配当金の受取額 33,734 52,070

利息の支払額 △38,435 △29,060

移転補償金の受取額 1,750,000 -

法人税等の支払額 △76,015 △263,427

法人税等の還付額 35,598 2,242

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,301,120 1,329,486

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却及び償還による収入 28,229 -

有形固定資産の取得による支出 △203,838 △56,392

原状回復による支出 △92,757 -

無形固定資産の取得による支出 △130,936 △85,884

投資有価証券の取得による支出 △558 △22,927

投資有価証券の売却及び償還による収入 33,074 324,650

関係会社株式の取得による支出 △18,000 -

差入保証金の差入による支出 △289,802 △3,942

差入保証金の回収による収入 2,064,390 4,995

関係会社貸付けによる支出 - △15,000

保険積立金の積立による支出 △1,361 △591

保険積立金の払戻による収入 3,896 3,896

その他 820 270

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,393,156 149,072

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,560,000 △775,000

長期借入れによる収入 - 2,600,000
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長期借入金の返済による支出 △1,063,556 △997,186

少数株主からの払込みによる収入 1,600 -

子会社の自己株式取得による支出 - △4,000

自己株式の処分による収入 - 96,876

配当金の支払額 △578 △186

リース債務の返済による支出 △14,575 △21,821

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,637,110 898,682

現金及び現金同等物に係る換算差額 15,225 △162

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,072,393 2,377,078

現金及び現金同等物の期首残高 1,767,404 3,839,797

現金及び現金同等物の期末残高 3,839,797 6,216,875
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社は主に資格講座を企画運営しておりますが、販売対象市場の類似性、製品の種類によって判断したセグメント

から構成されており、「個人教育事業」、「法人研修事業」、「出版事業」及び「人材事業」の４つを報告セグメントとし

ております。

　各事業の内容は、次のとおりであります。

個人教育事業：社会人・大学生等の個人を対象とした各種資格講座及び各スクールの施設管理等

法人研修事業：一般企業・会計事務所・大学・専門学校を対象とした資格研修・実務研修及び税務申告ソフトの

販売等

出版事業： 個人教育事業、法人研修事業で培ったノウハウを出版物として全国各書店・大学生協で販売及び

各拠点窓口で外部仕入書籍等を販売

人材事業： 人材紹介・派遣及び求人広告事業

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、売上高の認識基準を除き、「連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。

当社は、受講申込み時点で全額前受金として負債計上し、受講期間に応じて月次で売上高に振り替えております。

連結損益計算書に計上される売上高は、この前受金調整後の売上高であります。しかし、受講申込みがなければそ

の後の前受金からの振替も生じないため、当社では、経営管理上、前受金調整前（現金ベース）の売上高を重視し

ております。したがって、報告セグメントの売上高及びセグメント利益又は損失は、前受金調整前（現金ベース）

の売上高及び営業利益又は営業損失としております。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　 前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

（単位：千円）

報告セグメント

合計

個人教育事業 法人研修事業 出版事業 人材事業

　売上高

　外部顧客への売上高 13,773,864 4,066,953 2,219,324 379,100 20,439,243

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

2,098 ― 8 42,950 45,057

計 13,775,962 4,066,953 2,219,332 422,051 20,484,301

　セグメント利益又は損失(△) △848,094 1,046,625 437,417 62,281 698,229

　その他の項目

　減価償却費 350,122 18,354 6,299 2,374 377,151

　のれんの償却額 21,932 ― 32,898 ― 54,830

（注）セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。

　 当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

（単位：千円）

報告セグメント

合計

個人教育事業 法人研修事業 出版事業 人材事業

　売上高

　外部顧客への売上高 13,546,560 4,258,085 2,238,251 387,656 20,430,553

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

1,724 ― 40 42,859 44,624

計 13,548,284 4,258,085 2,238,292 430,515 20,475,178

　セグメント利益又は損失(△) 421,223 1,232,002 259,911 97,573 2,010,711

　その他の項目

　減価償却費 280,111 17,868 6,068 1,791 305,839

　のれんの償却額 ― ― ― ― ―

（注）セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 20,484,301 20,475,178

前受金調整額 559,913 96,326

セグメント間取引消去 △45,057 △44,624

連結財務諸表の売上高 20,999,157 20,526,880
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(単位：千円)

利益又は損失 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 698,229 2,010,711

前受金調整額 559,913 96,326

全社費用 △1,121,266 △1,072,600

連結財務諸表の営業利益又は営業損失(△) 136,876 1,034,436

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

【関連情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

報告セグメントに配分された減損損失はありません。報告セグメントに配分されていない減損損失（事業構造改

善費用へ振り替えた金額を含む）は10,177千円であります。当社は、賃借料の削減を含む事業構造改善を目的とし

て当連結会計年度において、複数の拠点の一部減床を決定いたしました。これに基づき、利用見込みがなくなった

各校の建物及び構築物勘定並びに工具、器具及び備品勘定の帳簿価額を減損損失として計上しております。

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

報告セグメントに配分された減損損失はありません。報告セグメントに配分されていない減損損失は4,431千円で

あります。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計
個人教育

事業
法人研修
事業

出版事業 人材事業 計

当期償却額 21,932 ― 32,898 ― 54,830 ― 54,830

当期末残高 ― ― ― ― ― ― ―

　

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計
個人教育

事業
法人研修
事業

出版事業 人材事業 計

当期償却額 ― ― ― ― ― ― ―

当期末残高 ― ― ― ― ― ― ―

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額並びに１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 181.59円 224.46円

１株当たり当期純利益金額 53.63円 44.68円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益(千円) 977,940 816,731

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 977,940 816,731

普通株式の期中平均株式数(株) 18,234,832 18,279,068

　

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,327,470 4,167,878

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 16,223 14,561

（うち少数株主持分） (16,223) (14,561)

普通株式に係る純資産額(千円) 3,311,246 4,153,317

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数(株)

18,234,832 18,503,932

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

決算短信 （宝印刷）  2014年05月15日 13時27分 30ページ （Tess 1.40 20131220_01）



TAC株式会社(4319) 平成26年３月期 決算短信

－ 31 －

５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,313,602 5,276,798

売掛金 2,439,992 2,690,572

有価証券 80,968 166,113

商品及び製品 568,782 250,753

仕掛品 12,396 11,467

原材料及び貯蔵品 340,166 332,289

前払費用 222,701 311,982

繰延税金資産 294,121 336,893

受講料保全信託受益権 546,180 365,638

その他 63,241 109,027

貸倒引当金 △2,488 △829

流動資産合計 7,879,665 9,850,706

固定資産

有形固定資産

建物 2,154,251 2,149,856

減価償却累計額 △1,137,808 △1,290,571

建物（純額） 1,016,442 859,284

構築物 36,183 36,183

減価償却累計額 △20,822 △23,359

構築物（純額） 15,361 12,824

機械及び装置 329,584 329,584

減価償却累計額 △314,863 △317,697

機械及び装置（純額） 14,720 11,887

車両運搬具 29,394 29,229

減価償却累計額 △26,380 △26,525

車両運搬具（純額） 3,013 2,703

工具、器具及び備品 995,774 904,893

減価償却累計額 △838,450 △801,445

工具、器具及び備品（純額） 157,324 103,447

土地 410,376 410,376

リース資産 46,877 74,957

減価償却累計額 △29,886 △49,581

リース資産（純額） 16,991 25,375

有形固定資産合計 1,634,231 1,425,900

無形固定資産

ソフトウエア 206,985 198,667

その他 21,693 21,416

無形固定資産合計 228,678 220,084
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,589,476 1,313,357

関係会社株式 55,268 255,268

関係会社出資金 64,413 64,413

破産更生債権等 48,638 44,398

長期前払費用 1,169 1,198

長期預金 300,000 400,000

差入保証金 3,149,627 3,147,238

保険積立金 930,156 927,055

その他 - 10

貸倒引当金 △35,219 △30,979

投資その他の資産合計 6,103,529 6,121,960

固定資産合計 7,966,439 7,767,944

資産合計 15,846,105 17,618,651

負債の部

流動負債

買掛金 454,931 463,951

短期借入金 1,800,000 1,025,000

1年内返済予定の長期借入金 783,186 1,047,556

リース債務 15,969 9,895

未払金 307,485 474,209

未払費用 654,814 571,990

未払法人税等 136,676 405,526

前受金 6,621,254 6,515,406

預り金 229,875 160,386

返品調整引当金 304,761 271,996

返品廃棄損失引当金 102,003 147,159

賞与引当金 61,567 49,102

資産除去債務 - 8,503

その他 4,989 2,961

流動負債合計 11,477,517 11,153,645

固定負債

長期借入金 989,702 2,328,146

リース債務 4,304 18,222

繰延税金負債 74,493 39,986

役員退職慰労未払金 120,702 120,702

資産除去債務 631,941 630,180

固定負債合計 1,821,144 3,137,238

負債合計 13,298,661 14,290,884
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 940,200 940,200

資本剰余金

資本準備金 790,547 790,547

資本剰余金合計 790,547 790,547

利益剰余金

利益準備金 19,978 19,978

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 836,271 1,594,445

利益剰余金合計 856,249 1,614,423

自己株式 △100,133 △25

株主資本合計 2,486,863 3,345,145

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 60,580 △17,379

評価・換算差額等合計 60,580 △17,379

純資産合計 2,547,444 3,327,766

負債純資産合計 15,846,105 17,618,651
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高

個人教育事業収入 14,260,362 13,633,192

法人研修事業売上高 4,135,346 4,239,273

出版・その他の事業売上高 1,895,052 1,965,863

売上高合計 20,290,761 19,838,328

売上原価

個人教育事業収入原価 9,941,761 8,769,702

法人研修事業売上原価 1,882,092 1,921,487

出版・その他の事業売上原価 1,109,736 1,384,206

売上原価合計 12,933,590 12,075,395

売上総利益 7,357,170 7,762,933

返品調整引当金戻入額 304,904 304,761

返品調整引当金繰入額 304,761 271,996

差引売上総利益 7,357,313 7,795,698

販売費及び一般管理費 7,398,667 6,906,007

営業利益又は営業損失（△） △41,354 889,690

営業外収益

受取利息 1,054 2,557

有価証券利息 669 1,363

受取配当金 70 70

投資有価証券運用益 277,963 290,615

その他 16,184 19,417

営業外収益合計 295,941 314,023

営業外費用

支払利息 37,803 27,761

その他 1,273 123

営業外費用合計 39,076 27,884

経常利益 215,510 1,175,829

特別利益

移転補償金 1,750,000 -

受取和解金 70,000 -

特別利益合計 1,820,000 -

特別損失

固定資産除売却損 - 5,740

減損損失 - 4,431

事業構造改善費用 356,069 -

特別損失合計 356,069 10,172

税引前当期純利益 1,679,440 1,165,657

法人税、住民税及び事業税 107,759 447,983

法人税等調整額 683,243 △43,731

法人税等合計 791,003 404,251

当期純利益 888,437 761,405
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 940,200 790,547 790,547 19,978 △52,165 △32,187

当期変動額 　 　 　 　 　 　

当期純利益 　 　 　 　 888,437 888,437

自己株式の処分 ― ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 　 　 　 　 888,437 888,437

当期末残高 940,200 790,547 790,547 19,978 836,271 856,249

　

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △100,133 1,598,426 △73,776 △73,776 1,524,650

当期変動額 　 　 　 　 　

当期純利益 　 888,437 　 　 888,437

自己株式の処分 ― ― ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 134,356 134,356 134,356

当期変動額合計 　 888,437 134,356 134,356 1,022,793

当期末残高 △100,133 2,486,863 60,580 60,580 2,547,444
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当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 940,200 790,547 790,547 19,978 836,271 856,249

当期変動額

当期純利益 761,405 761,405

自己株式の処分 △3,232 △3,232

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)

当期変動額合計 758,173 758,173

当期末残高 940,200 790,547 790,547 19,978 1,594,445 1,614,423

　

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △100,133 2,486,863 60,580 60,580 2,547,444

当期変動額

当期純利益 761,405 761,405

自己株式の処分 100,108 96,876 96,876

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
△77,959 △77,959 △77,959

当期変動額合計 858,281 △77,959 △77,959 780,322

当期末残高 △25 3,345,145 △17,379 △17,379 3,327,766
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額並びに１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 139.70円 179.84円

１株当たり当期純利益金額 48.72円 41.65円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益(千円) 888,437 761,405

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 888,437 761,405

普通株式の期中平均株式数(株) 18,234,832 18,279,068

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,547,444 3,327,766

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

普通株式に係る純資産額(千円) 2,547,444 3,327,766

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数(株)

18,234,832 18,503,932
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